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◉  凡  例

１　本書は1999年度から2017年度までを主たる対象期間としているため、原則として1998年
度以前は記載の対象としていない。旧組織の変遷や日本の国際協力の歴史については、『国
際協力事業団25年史　人造り国造り心のふれあい』（1999年）、『海外経済協力基金史』（2003

年）を参照されたい。ただし、必要に応じて適宜、1998年度以前の事項や経緯についても
記述している。

２　本文は歴史編（国際協力機構の歩み）・事業スキーム編（業務の変遷と実績）の２部構成
とし、第１部第１章の主な対象期間を統合前の10年、第２章を統合後の10年とした。

３　表の「空欄」は実績なし、「0」は小数第一位の値を四捨五入した値であることを示す。
４　人名は、原則として敬称を省略し、役職等は記載時点のものによった。その他の固有名詞

についても原則記載時点の名称によっている。


